
事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
生活自立支援センター運営事業（重層）

背
景

平成27年４月に生活困窮者自立支援法が施行されたことに伴い、生活保護に至る前の段階の自立支
援策の強化を図るため。所管局 福祉局 所管課 生活支援課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか生活困窮者

市内２箇所の相談窓口（生活自立支援センター、生活自立支援センター分
室）において、 生活困窮者の相談に応じ、就労その他の自立に関する相談
支援を実施。
庁内外の関係部署・機関との情報共有、協議を通じて連携体制を強化した。

　物価高騰等の影響により、生活困窮
者は高止まりすることが見込まれるた
め、継続して事業を実施する。
　なお、生活困窮者自立支援法に基
づく必須事業である。事

業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

困窮状態からの脱却・自立

生活困窮者自立支援法

開始年度 平成27年度 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

目標

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・生活困窮者の相談対応
課題を整理し，支援プランを作成
・課題解決へ向けた支援
就労支援その他既存支援の活用

・生活困窮者の相談支援体制の充実
・就労支援による就労・増収

・就労・増収等による困窮状態からの脱
却

・生活保護費の削減
・生活困窮者の減少

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

新規相談受付件数
(生活自立支援センター
分室も含む)

目標 ― ―

―

R　年度 就労達成者数（生活自
立支援センター分室も
含む）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 ― ―

―

R　年度

実績 5,674 3,557
―

実績 157 79
―

達成率 ― ― 達成率 ― ―

達成率 達成率

R　年度

実績 実績

R　年度 目標

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

なし 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-3 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 65,578

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

152,278

― 歳
入

特定財源 86,700

事業群 生活の安定の確保など 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 115,267 115,601

28,901

取組方針 ― 歳
入

特定財源 98,200 86,700

推進項目 ― 一般財源 17,067



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
バリアフリーのまちづくり推進経費（消費）

背
景

平成10年に「福祉のまちづくり条例」を施行し、高齢者や障がいのある人をはじめ、すべての人が安全
かつ快適に利用できるよう、建築物や旅客施設などの整備基準を定めて都市施設のバリアフリー化を
推進してきた。

所管局 福祉局 所管課 地域福祉課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか高齢者、障がい者等をはじめとするすべての市民

①福祉のまちづくり条例及び福岡市バリアフリー基本計画（ロードマップR３～
R７）に基づき、道路や旅客施設等のバリアフリー化を推進。
②市民向け講座として、子ども向け（小４対象）のバリアフリー教室（３回）と出
前講座（５回）を実施。
③バリアフリーのまちづくりサポーター制度について、施設所管課へ制度活
用の働きかけを行い、実施（３回）。
④職員向けのバリアフリー研修をe-ラーニングで実施（１回）。

誰もが思いやりを持ち、すべての人に
やさしいまちになった時

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

「どこでも、誰でも、自由に、使いやすく」というユニバーサ
ルデザインの考え方に基づき、建築物や旅客施設、道路、
公園などの都市施設が、誰もが安全で快適に利用できるよ
うになっている。

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

開始年度 平成10年度 行政計画 福岡市バリアフリー基本計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

バリアフリーのまちづく
りサポーターによる施
設点検実施数（回）

目標 11 14

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・バリアフリー基本計画による事業の推進及
び検証。
・出前講座や子ども（小４）向けバリアフリー
教室など、市民向け講座の充実
・まちづくりサポーター制度活用促進。
・職員向けのバリアフリー研修の実施。

・誰もが安全で利用しやすい施設づくりが進む。
・多様な人々の存在をお互いに理解し、支え合う
「心のバリアフリー」が浸透する。
・施設の改修などにおいて、よりきめ細やかなバリ
アフリー化が進む。
・出前講座やバリアフリー研修の受講者数が増
す。

・安全で快適に移動や施設の利用ができる。
・バリアフリー化の促進に関する市民の理解
が増す。
・バリアフリーへの理解が深まり、支え合う心
が生まれる。

　すべての市民が日常生活における自立
や社会参加できるようになる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

市民向け講座の開催回
数（回）

目標 100 110

120

R７年度 ユニバーサルデザイン
の取組みが進んでいる

と思う市民の割合

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 65.0 65.0

65.0

R７年度

実績 93 101
130

実績 41.0 52.9
65.0

達成率 93.0% 91.8% 達成率 63.1% 81.4%

達成率 100.0% 85.7% 達成率

R７年度

実績 11 12
18

実績15

R7年度 目標

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

ユニバーサルデザインの概念の理解度
（ユニバーサルデザインという言葉の意味を知っ
ている市民の割合）
ユニバーサルデザインの取組みへの評価
（ユニバーサルデザインの取組みが進んでいる
と思う市民の割合）

令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-1-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 4,986

施策 ユニバーサルデザインの理念によるまちづくり 前年度決算額・翌年度予算額

5,016

― 歳
入

特定財源 30

事業群 ユニバーサル都市・福岡の推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 6,508 7,527

7,417

取組方針 ― 歳
入

特定財源 58 110

推進項目 ― 一般財源 6,450



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
バリアフリーのまちづくり推進経費
（R5：ベンチプロジェクト）

背
景

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる、健康福祉のまちを実現していくため高齢
者をはじめとして誰もが気軽に外出したくなるまちづくりを進める観点から、バス停など身近なところへ
ベンチ設置を促進していく。

所管局 福祉局 所管課 地域福祉課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか市民等

①地域（自治協）に対してプロジェクトを周知し、要望の提出や補助金活用による設置
を働きかけ
②バス事業者等へ設置の働きかけ
③バス停付近や地域が要望する道路沿いの市有地・歩道へベンチを設置

【R５年度設置数】　福祉局予算：６箇所８基
　その他施設・道路管理者予算：８箇所17基

④バス停付近や地域が要望する道路沿いの民有地に設置されるベンチに対し、１基
あたり最大10万円を補助（西鉄バス停付近は、西鉄と市で半額ずつ負担）

 【R５年度設置数】　　８箇所14基
⑤ふくおか応援寄付により寄付を受け付け、ベンチ設置に活用

設置可能な民有地への設置が完了し
たとき

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができ
る、健康福祉のまちを実現していくために、バス停など身近
なところにベンチを設置することで高齢者をはじめとして誰
もが気軽に外出したくなるまちになっている。

福岡市ベンチ購入費補助金交付要綱

開始年度 平成29年度 行政計画 福岡市バリアフリー基本計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

目標

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・地域（自治協）に対してベンチプロジェクトを
周知し、設置要望を受付
・バス停付近や地域が要望する道路沿いの
市有地等へベンチを設置
・民有地の地権者等へベンチ設置を働きか
け、補助金を交付

・ベンチ設置要望数増加
・ベンチ購入補助を活用したベンチ数増
加

・外出や目的地間の移動が容易になる。
・新たな交流や賑わいが生まれる。

・運動時間や目的地滞在時間が延び、健
康増進に繋がる。
・健康な市民が増加し、市民生活が活性
化する。
・住み慣れた地域で安心して暮らし続ける
ことができる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

補助金を活用したベン
チ設置基数（累計）

目標 60 75

90

R７年度 外出時、バス停に屋根やベンチなどが少
ないことで困っている人の割合
※３年に一度の「福岡市高齢者実態調
査」において調査実施。（令和４年度実
施）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 16.2 16.8

15.0

R７年度

実績 63 73
105

実績 15.3 調査未実施
15.0

達成率 105.0% 97.3% 達成率 94.4% ―

達成率 達成率 107.3% ―

10.0

R７年度

実績 実績 11.7 調査未実施
10.0

R　年度 外出時、歩道にベンチなどが少ないこと
で困っている人の割合
※３年に一度の「福岡市高齢者実態調
査」において調査実施。（令和４年度実
施）

目標 10.9 11.3

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

なし 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-1-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 4,448

施策 ユニバーサルデザインの理念によるまちづくり 前年度決算額・翌年度予算額

5,891

― 歳
入

特定財源 1,443

事業群 ユニバーサル都市・福岡の推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 3,221 3,542

542

取組方針 ― 歳
入

特定財源 5,023 3,000

推進項目 ― 一般財源 ▲ 1,802



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
地域での支え合い活動支援経費

背
景

H３年度に自治省・厚生省が各地方公共団体に対し、「高齢者保健福祉推進特別事業」の一つとして、
地方交付税を財源とした「地域福祉基金」の設置について呼びかけがあったことを踏まえ、H５年度に
「地域福祉活動振興基金」が設置されたもの。

所管局 福祉局 所管課 地域福祉課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか福岡市社会福祉協議会

〇福岡市社会福祉協議会が実施するふれあいネットワークやふれあいサロ
ン、ふれあいランチ、校区広報紙発行事業に対する補助を実施。
〇新型コロナウイルス感染症の影響の中にあっても、地域福祉活動の維持・
向上を図るため、ふれあいサロン利用者支援事業「はなれても、つながる」を
令和２年度より継続して実施。

ふれあいネットワーク、ふれあいサロ
ンなどに対する補助を行うことで、地
域での支え合い体制を強化し、安心し
て暮らせる地域づくりを継続して行っ
ていくものとして補助を継続していく。事

業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

ひとり暮らしや虚弱な高齢者・障がい者などが住み慣れた
地域で安心して暮らすことができるよう、市民による民間福
祉活動を振興し、もってその活動が安定的・継続的に展開
できるように支援する。

福岡市地域保健福祉振興基金条例

開始年度 平成５年度 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

ふれあいネットワークの
見守り対象世帯数

目標 47,546 48,503

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

〇福岡市社会福祉協議会が実施するふれあ
いネットワークやふれあいサロン等の活動経
費に対する補助を実施。

〇ふれあいネットワークを実施する自治
会・町内会数の増加。
〇ふれあいサロンの実施箇所数の増
加。

〇高齢者等の見守り世帯数の増加等により、地域
での見守り活動が広がる。
〇見守り活動を普及啓発することで、地域での見
守り活動をより一層定着させる。
〇サロンごとの実情に応じて、集いの場や介護予
防に資する場など、活用の幅が広がる。

〇地域でのつながりづくりや支え合い体
制を強化していくことで、ひとり暮らしや虚
弱な高齢者・障がい者などが住み慣れた
地域で安心して暮らすことができるように
なる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

介護予防事業に資する
ふれあいサロンの参加
者数

目標 2,470 2,510

2,560

R　年度 健康に生活している高
齢者の割合（３年に１度
集計）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 ― ―

―

R　年度

実績 1,714 2,231
―

実績 49.9 ―
―

達成率 69.4% 88.9% 達成率 ― ―

達成率 102.6% 96.6% 達成率

R　年度

実績 48,795 46,865
―

実績49,000

R　年度 目標

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

なし 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
2-3-1 歳出

分野別目標 さまざまな支え合いとつながりができている 一般財源 26,005

施策 支え合いや助け合いによる地域福祉の推進 前年度決算額・翌年度予算額

47,021

― 歳
入

特定財源 21,016

事業群 見守り・支え合いの仕組みづくり 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 50,277 52,130

0

取組方針 ― 歳
入

特定財源 21,184 52,130

推進項目 ― 一般財源 29,093



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
買い物等の生活支援推進事業

背
景

　超高齢社会が進展し、自らの運転で買い物に行けなくなる者が増えるなど、ますます買い物困難者
が増えることが想定されるため、高齢者の買い物などの日常生活を支援する仕組みについて、早急に
検討する必要がある。

所管局 福祉局 所管課 地域福祉課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか　生活に欠かすことの出来ない買い物等が困難な高齢者

への支援を希望する地域等 ・社協に買い物等支援推進員を２名配置。買い物困難を地域課題として考え
ている地域からの相談へ随時対応。
　平成28年度から支援を行ってきたモデル地域等の継続支援も含め、計13
地域で買い物支援を実施。
・地域の様々な特性やニーズに対応するため、企業、事業所等の地域資源
の掘り起こしを実施。
・ICTを活用した買い物支援のあり方を検討。

　市内の様々な地域において、地域
の支え合いや企業等の様々な主体が
参加する、多様で持続可能な買い物
支援が行われ、高齢者が安心して暮
らし続けることの出来る生活基盤が構
築された状態。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

　地域の支え合いや企業・事業所・ＮＰＯ等の多様な主体
の参加による、地域資源を活用した買い物支援を行うこと
により、多様で持続可能な、高齢者が安心して暮らし続け
ることの出来る生活基盤の構築。

なし

開始年度 平成28年度 行政計画 福岡市保健福祉総合計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・買い物等支援推進員が、地域の特性や地
域ニーズに応じた買い物支援が実施できる
よう、区社協とも連携しながら地域のニーズ
把握や地域と企業等のマッチング等の支援
を実施。

・地域の支え合いの力や企業等の多様な主
体の参加による、地域資源を活用した多様な
買い物支援の実施に向けた取り組みがなさ
れる。

・地域における買い物支援の取組みが進む
ことにより、企業、事業所、NPO等の多様な
主体による買い物支援への参画が促進され
ていく。

・地域の支え合いや企業等の様々な主体
の参画する、持続可能で地域の特性、地
域のニーズに応じた多様な買い物支援が
実施され、高齢者が安心して暮らしつづ
けられる生活基盤づくりが進む。

活
動
の
指
標

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定

R　年度 買い物支援に参画する
企業、事業所、NPO等
の団体数

実績 目標

―
36

買い物支援に取り組む
地域数

目標 11 14

20

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度 R５年度 R６年度

実績 13 19
―

実績 35 34

35 R　年度

達成率 118.2% 135.7% 達成率 116.7% 97.1%

最終年度

目標 30

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

達成率 達成率

実績 実績

目標 R　年度R　年度 目標

14,297

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

2,857

行政運営プラン 歳出 17,239 18,422

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

健康に生活している高齢者の割合 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-3-2 歳出 17,154

― 歳
入

特定財源

施策 一人ひとりが健康で、生涯元気に活躍できる社会づくり 前年度決算額・翌年度予算額

事業群 生涯現役社会づくり 年度 R４ R６

推進項目 ― 一般財源 2,655 3,547

取組方針 ― 歳
入

特定財源 14,584 14,875



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

6,986

取組方針 ― 歳
入

特定財源 18,886 25,418

推進項目 ― 一般財源 6,198

事業群 地域包括ケアの推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 25,084 32,404

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

福祉の充実に対する満足度(R５年度50.8％） 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 5,437

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

25,662

― 歳
入

特定財源 20,225

達成率 208.5% 171.0% 達成率 100.0% 100.0%

20

R　年度

実績 417 342
―

実績 20 20
―

350

R　年度
地域包括ケアアクション

プラン参加団体数

目標 20 20

―
実績 554 521

―
達成率 107.6% 103.3% 達成率 110.8% 104.2%

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

地域ケア会議（５階層）
の開催回数

目標 700 700

700

R　年度 個別支援会議の開催
数（件）

※２～３件／回

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 500 500

500

R　年度

実績 753 723

専門職の理念共有の
講座の延べ参加人数

目標 200 200

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・地域ケア会議を市民に周知啓発
・地域ケア会議を重層的に実施
・地域ケア会議で関係機関等の取組共有
・市民や専門職へ地域包括ケアの講座や啓
発等実施
・関係機関等との意見交換を実施

・地域ケア会議開催で高齢者支援が増える。
・地域ケア会議開催で課題を把握できる。
・市民や関係機関等が、予防・地域活動等の重要
性に気づく。
・講座開発や講師経験等を通して、関係機関等と
市民の間の連携が進む。

・関係機関等で、公助・共助の充実等への
検討が進む。

・関係機関等の地域での公益活動参画が増
える。
・地域主体の支え合いが増える。

高齢になっても安心して地域で暮らすこと
ができ、福祉の充実に対する満足度が向
上する。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか・市民

・保健福祉等の関係機関・団体、事業所、専門職(以下「関
係機関等」）

①市民・専門職を対象に、下記を実施
・地域ケア会議の周知啓発（個別啓発・地域に情報提供等)
・市民・専門職向けの地域包括ケア講座等

②関係機関等と連携し、下記を実施
・医療介護連携の重層的なネットワークづくり
・地域ケア会議５階層で高齢者支援、課題把握、取組検討
・市地域ケア会議でアクションプランの作成・進捗管理、連携推進
・市民・専門職向けの地域包括ケア講座・研修等の実施

③自立支援型地域ケア会議の全市展開
・介護予防の観点を強化した個別支援会議を圏域毎に開催

地域包括ケアの推進は国が示してい
るものであり、国の動向をみながら、
事業の検討を行っていく。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

・市民が住み慣れた地域で、必要に応じて公的サービスを
利用し、また、地域で支え合いながら、安心して暮らしてい
る。
・関係機関等が十分に連携して市民の自立生活に資する
事業活動を行いつつ、地域とともに支え合いなどの公益活
動に取り組んでいる。

介護保険法第５条３項、第115条48項

開始年度 平成24年度 行政計画 保健福祉総合計画、第９期介護保険事業計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
地域包括ケアシステム推進事業、地域ケア会議、地域ネットワーク支援
事業、在宅医療・介護連携推進事業（分野横断的取組）

背
景

平成23年６月改正の介護保険法に地域包括ケアの理念が規定されたことを受け、第５期介護保険事
業計画（H24～Ｈ26年度）に地域包括ケアシステムの構築を位置付け、取組みを開始所管局 福祉局 所管課 地域包括ケア推進課

根拠法令



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
認知症施策推進事業

背
景

増加する認知症に対応するため、平成30年度より認知症施策全体を「認知症フレンドリーシティ・プロ
ジェクト」として推進しており、このプロジェクトの新たな取組みとして本事業を開始所管局 福祉局 所管課 認知症支援課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか認知症当事者やその介護者を中心とした市民全体

①ユマニチュードの普及促進：対象者別の講座を引き続き実施するととも
に、認知症フレンドリーセンターのオープニングイベントとして、セミナー開催
や、ARを活用した訓練システム「HEARTS」の体験会、また、センターでの定
期講座開催など、積極的な普及促進を行った。
②認知症の人にもやさしいデザインの普及促進：公共的施設への導入助言
のほか、まちづくりへの試験導入の実施、フレンドリーセンターへの全面導入
を踏まえた手引きの改訂など、導入を促進した。
③ICTを活用した認知症の早期発見事業：健康イベント等でタブレット端末を
活用し、認知機能の簡易検査を実施

認知症の人は今後も増加していく推
計であり、認知症の人が安心して生
活できる環境を整えるには、ユマニ
チュードや認知症の人にもやさしいデ
ザイン等を継続して進めていく必要が
ある。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

認知症当事者の症状の安定や、介護する家族等の負担軽
減を図るとともに、多くの市民が認知症について理解する
こと

認知症基本法

開始年度 平成30年度 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

ユマニチュード講座の
実施企業数（社・店舗）
/年

目標 20 20

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

○ユマニチュードの講座実施等による普及
啓発
○認知症の人にもやさしいデザインの普及
啓発
○健康イベント等における物忘れチェックの
実施

○多くの市民がユマニチュードの講座を受講
している。
○多くの施設や住宅、まちに認知症デザイン
が導入されている。
○健康イベント等の参加者が物忘れチェック
を行っている。

○周囲の人の接し方や、住居や外出先の建
物の改善などにより、認知症になっても暮ら
しやすい環境整備が促進される
○認知症の早期発見・早期対応が図られる
とともに、多くの市民が認知症予防に関する
活動を行っている。

認知症の人が安心して生活することがで
きるまちとなっている。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標
成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

ユマニチュード講座の
実施累計校区数

目標 72 97

123

R7年度
認知症の人が安心して暮
らせるまちと思う人の割合
※３年に一度の「福岡市高
齢者実態調査」において
調査実施（令和７年度実

施）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 55% 55%

55%

R　年度

実績 54 62
149

実績 48.9% ―
－

達成率 75.0% 63.9% 達成率 88.9% ―

達成率 135.0% 30.0% 達成率

R　年度

実績 27 6
―

実績20

R　年度 目標

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

○福祉の充実に対する満足度 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 20,284

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

27,282

― 歳
入

特定財源 6,998

事業群 地域包括ケアの推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 32,813 24,633

15,159

取組方針 ― 歳
入

特定財源 7,853 9,474

推進項目 ― 一般財源 24,960



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
介護施設整備費助成

背
景

要介護高齢者の増加に対応するため、特別養護老人ホームや地域密着型サービスを整備する必要
がある。所管局 福祉局 所管課 介護保険課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか介護サービス事業者

整備目標量達成に向けて応募数が増加するよう、公募要件や募集圏域の見
直しを行った。

整備目標量については３年ごとに策
定する介護保険事業計画で定めてお
り、新規整備が必要である限り事業を
継続する必要がある。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

必要な介護サービス量が確保されるよう、事業者による特
別養護老人ホームや地域密着型サービスの整備を促進す
る。

（県）福岡県地域密着型施設等整備補助金交付要綱、（市）福岡市介護施設等整備費補助金交付要綱

開始年度 昭和46年度 行政計画 第８期介護保険事業計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

（看護）小規模多機能
型居宅介護の開設事
業者公募への応募数

目標 増加 増加

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

社会福祉法人等が行う特別養護老人ホーム
や地域密着型サービスの整備に対する助成

市内における特別養護老人ホームや地域密
着型サービスの整備が促進される。

介護保険事業計画において定めた整備目標
量が達成される。

高齢者が住み慣れた地域での生活を継
続することができる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

特別養護老人ホームの
開設事業者公募への
応募数

目標 増加 増加

増加

R８年度
特別養護老人ホームの
整備床数（累計）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 ― 6,453

6,481

R８年度

実績 8 3
増加

実績 6,333 6,333
6,581

達成率 達成 ― 達成率 ― 98.1%

達成率 達成 ― 達成率 ― 73.8%

60

R８年度

実績 3 1
増加

実績 61 59
75

増加

R８年度 （看護）小規模多機能
型居宅介護の整備事
業所数（累計）

目標 ― 80

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

なし 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 ▲ 14,290

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

251,146

― 歳
入

特定財源 265,436

事業群 地域包括ケアの推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 589,479 1,309,286

73,334

取組方針 ― 歳
入

特定財源 554,052 1,235,952

推進項目 ― 一般財源 35,427



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
要介護状態改善等評価事業（一般会計）
重度化防止啓発事業（特別会計）

背
景

2025年には団塊の世代全てが要介護のリスクが高くなる後期高齢者となることから、多くの高齢者が
住み慣れた地域で自立した生活を送り、自分らしく生きていけるよう、重度化防止の推進が必要。
また、高齢化の進展により、保険給付費は膨らみ、市民の保険料負担、市の財政負担は重くなってい
る。

所管局 福祉局 所管課 介護保険課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか市民、介護事業所

介護事業所等の意見を踏まえ、事業スキームの見直しを行った。令和５年度
の事例集を作成し、介護事業所等へ配布、講演会の実施等により事業の周
知を行った。また参加拡大を図るため、介護事業所等へのヒアリングを行っ
た。

介護保険制度の持続可能性を確保す
るため、介護予防や重度化防止の取
組みを継続する必要がある。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

市民や介護事業所の重度化防止に対する理解が深まり、
より積極的に重度化防止に取り組む。

介護保険法

開始年度 令和４年度 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

講演会等の実施数

目標 2 2

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・評価事業の実施
・講演会の実施
・リーフレット、事例集、チラシの配付
・市ＨＰや市政だより等による広報・啓発

評価事業
・より多くの介護事業所等から参加がある。

啓発事業
・市民が介護保険制度の理念である重度化防止
について知る、また学ぶきっかけとなる。

市民や介護事業所の重度化防止に対する理
解が深まり、より積極的に重度化防止に取り
組む。

・要介護認定率の向上　(介護予防・重度
化防止）
・保険給付費の抑制

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

介護事業所への周知
数（在宅系サービスの
み）

目標 1,700 1,700

1,700

R８年度

参加者数（利用者数）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 20 60

100

R８年度

実績 1,700 1,700
1,700

実績 37 27
100

達成率 100.0% 100.0% 達成率 185.0% 45.0%

達成率 100.0% 50.0% 達成率 82.4% 329.6%

500

R８年度

実績 2 1
2

実績 206 824
500

2

R８年度

講演会等の参加者数

目標 250 250

基本計画（政策推進プラン） ＜一般会計＞　事業費（千円） ＜特別会計＞　事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

年齢層別要介護認定率
R６n：
65～74 歳 4.4％
75～84 歳 20.1％
85 歳～ 65.4％

令和５年度決算額（見込額） 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-3-2 歳出 3,652 歳出 2,227

― 歳
入

特定財源 3,653 歳
入

特定財源 2,265

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 ▲ 1 一般財源 ▲ 38

施策 一人ひとりが健康で、生涯元気に活躍できる社会づくり 前年度決算額・翌年度予算額 前年度決算額・翌年度予算額

事業群 生涯現役社会づくり 年度 R４ R６ 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 4,651 9,611 歳出 3,170 2,959

34 369

歳
入

特定財源 3,136 2,590

推進項目 ― 一般財源 ▲ 39 0 一般財源

取組方針 ― 歳
入

特定財源 4,690 9,611



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

9,994

取組方針 ― 歳
入

特定財源 9,835 9,994

推進項目 ― 一般財源 9,835

事業群 生涯現役社会づくり 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 19,670 19,988

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

健康に生活している高齢者の割合
（60 歳以上で「健康で普通に生活して
いる」と回答した市民の割合）

令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-3-2 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 9,996

施策 一人ひとりが健康で、生涯元気に活躍できる社会づくり 前年度決算額・翌年度予算額

19,992

― 歳
入

特定財源 9,996

達成率 97.0% 95.1% 達成率

R　年度

実績 1,541 1,466
―

実績前年度実績以上

R　年度 目標

―
実績 648 775

―
達成率 167.0% 249.3% 達成率 108.0% 110.7%

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

求人受理人数

目標 300 300

300.0

R　年度
高齢者の就業マッチン
グ件数

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 600 700

700

R　年度

実績 501 748

就業に関するセミナー
の参加者数

目標 1,588 1,541

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

○高齢者への就業支援
・就業セミナー、個別相談、インターシップ
や、お仕事ステーションでの情報発信

○企業への高齢者雇用の働きかけ
・求人開拓やコンサルタント派遣

○環境づくり
・シニア・ハローワークを活用した就業支援

○就業に興味のある高齢者がセミナー
等へ参加する。
○就業にかかる情報がより身近な場所
で見つけやすくなる。
○企業の高齢者雇用への理解が促進さ
れる。
○求人情報が充実し、高齢者が求職活
動をしやすくなる。

○働きたい高齢者が就業する。
○高齢者を雇用する企業が増加する。
○開拓求人の業種、職種が拡大する。
○働きたい高齢者と企業がマッチング数
が増加する。

〇60歳以上の就業率の向上
○高齢者が意欲や能力に応じて社会で
活躍できる環境となる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのかおおむね60歳以上の就業意欲のある市民

○高齢者への就業支援
・就業・創業セミナーの開催
・個別相談の実施
・シニアインターンシップの実施
・シニアお仕事ステーションでの情報発信

○企業への高齢者雇用の働きかけ
・企業訪問による求人開拓
・企業向けセミナー・コンサルタント派遣

○環境づくり
・シニア・ハローワークふくおかを活用した就業支援
（求人の提供、求職相談、ライフプランセミナー・個別相談等）

・合同企業説明会の開催
○50代からのキャリア講座

・60歳以上の就業率の向上
・高齢者が意欲や能力に応じて社会
で活躍できる環境となる。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

働きたい高齢者と企業の多様な雇用をマッチングする仕組
みや環境をつくり、高齢者が意欲や能力に応じて社会で活
躍できるようにする。

なし

開始年度 令和元年 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか

実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
シニア活躍応援プロジェクト

背
景

　これまでに経験したことのない人口減少社会・超高齢社会を迎える中、全ての年代の人々が社会の
担い手として活躍できるよう支援することが喫緊の課題となっている。また、心身ともに元気な高齢者
が生きがいのある毎日を送り、健康を維持していくためには、意欲や能力に応じて社会で活躍できる
仕組みや環境をつくっていく必要がある。

所管局 福祉局 所管課 高齢福祉課

根拠法令



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

48,228

取組方針 ― 歳
入

特定財源 0 0

推進項目 ― 一般財源 44,429

事業群 障がい者の自立と社会参加の支援 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 44,429 48,228

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

なし 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-2 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 49,500

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

49,500

― 歳
入

特定財源 0

達成率 達成率

R　年度

実績 実績

R　年度 目標

70,000,000
実績 15,187 未確定

22,000
達成率 112.0% 132.3% 達成率 ― ―

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

支援センターの受注実績

目標 14,000,000 28,000,000

42,000,000

R８年度
市内の就労継続支援B型
事業所の平均工賃

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 ― ―

―

R８年度

実績 15,678,708 37,044,659

目標

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

支援センターによる事業所への一体的な支援
・業務の開拓、受注の支援（企業への営業活動、受注調
整など）
・受注体制の支援（伴走型コンサルティング）
・販売の支援（ときめきショップ、マーケットなど）
・PRの支援（ときめきWEB、各種SNSなど）
・職員のスキルアップ支援（セミナーなど）

・支援センターが企業への営業活動、受注調整、契約、
進捗管理に加え、事業所の受注体制の支援も一体的に
実施することで、効果的に企業から獲得した業務を事業
所へつなぐ。
・物品主体の事業所についても販売支援、PR支援やセ
ミナーなどにより、売上増に繋げる。

・支援を受けた事業所が高単価業務への切り替えが進
むことにより工賃が向上する。
・他事業所に対しセミナー等を通じて成功事例を共有す
ることで、相乗効果を生む。
・実績の積み重ねにより、支援センターが事業所からの
信頼を得ることでさらなる取組みが期待できる。

・令和８年度の市内の就労継続支援B型
事業所の平均工賃の大幅増を達成する。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか市内の就労支援継続B型事業所及び

就労継続支援A型事業所、就労移行支援事業所、
生活介護事業所、地域活動支援センター 令和４年度から令和８年度の５年間での市内の就労継続支援B型事業所の

大幅な工賃向上を目指し、令和４年10月に障がい者施設への支援をワンス
トップで行う福岡市障がい者工賃向上支援センター（以下、「支援センター」）
を開設した。
令和４年度は工賃単価の高い施設外就労を重点的に企業から開拓し、受注
調整したが、事業所側が対応できないケースが多かったため、それを踏ま
え、令和５年度からは工賃単価は若干落ちるものの、事業所のニーズに沿う
施設内作業（主にPC関係）を中心とした業務開拓へシフトした。

令和８年度までの取組みであり、令和
９年度以降の展開については、支援
センターの運営形態の変更等を含め
整理が必要。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

令和８年度の市内の就労支援継続B型事業所の平均工賃
の大幅増を目指す。
障がい者施設への様々な支援を集約し、一体的・効果的な
支援を行う。

なし

開始年度 令和４年度 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
障がい者施設工賃向上支援事業（消費）
障がい者施設工賃向上支援事業（投資）

背
景 新型コロナウイルス感染症の影響による市内の障がい者施設の生産活動の低下、平均工賃の減少

これまでの個別支援から一体的な支援への転換

所管局 福祉局 所管課 障がい企画課

根拠法令



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

12,631

取組方針 ― 歳
入

特定財源 18,523 35,412

推進項目 ― 一般財源 29,183

事業群 障がい者の自立と社会参加の支援 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 47,706 48,043

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

・福祉の充実に対する満足度
・障がいのある人が暮らしやすいまちだと感じて
いる市民の割合

令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-2 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 29,283

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

47,932

― 歳
入

特定財源 18,649

達成率 達成率

R　年度

実績 実績

R　年度 目標

―
実績 3 4

―
達成率 100.0% 100.0% 達成率 300.0% 400.0%

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

地域生活支援拠点等
整備箇所数（区計）

目標 7 7

7

R　年度 地域生活支援拠点等
整備検討部会における
機能の評価・検討回数

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 1 1

1

R　年度

実績 7 7

目標

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

　緊急時受け入れ・対応業務等を行い、障が
い者の地域生活を支援する。

　市内全区において「地域生活支援拠点
等」が整備される。

　障がい者の重度化・高齢化や「親なき
後」も、障がい者が地域で安心して生活
できるようになる。

　障がい者の支援体制が充実する。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか　障がい者及びその家族

・緊急時受け入れ・対応業務（類型Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）
介護者の事故や疾病など障がい者等の緊急時に、短期入所により一時的

に受入れを行う。
・コミュニケーション支援員等派遣事業

意思疎通が困難な障がい者の短期入所先へ日常的に支援を行っているヘ
ルパー等のコミュニケーション支援員等を派遣し、共同支援を実施。
・障害福祉サービス等報酬加算を活用するなどにより、緊急時の受け入れ・
対応を行う事業所の拡充を図った。

　障害者総合支援法に基づく国指針
に基づき、継続して事業を実施してい
く。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

　障がい者の重度化・高齢化や「親なき後」も、障がい者が
地域で安心して生活できるようになる。

障害者総合支援法第87条第１項

開始年度 平成29年度 行政計画 障がい福祉計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
障がい者の地域生活支援機能強化事業

背
景

　障害者総合支援法に基づく国指針に基づき、障がい者の重度化・高齢化や「親なき後」を見据えた、
障がい者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制（｛地域生活支援拠点等」）の５つの機能（①相
談、②緊急時の受け入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づく
り）の強化を図るもの。

所管局 福祉局 所管課 障がい者支援課

根拠法令



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

8,313

取組方針 ― 歳
入

特定財源 3,881 14,251

推進項目 ― 一般財源 9,679

事業群 人権尊重のまちづくり 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 13,560 22,564

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

・一人ひとりの人権が尊重されていると感じる市
民の割合

令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-2-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 10,987

施策 すべての人の人権が尊重されるまちづくりと男女共同参画の推進 前年度決算額・翌年度予算額

15,814

1-6-2 歳
入

特定財源 4,827

達成率 ― ― 達成率

R　年度

実績 27 52
―

実績―

R　年度 目標

―
実績 未調査 未調査

―
達成率 ― ― 達成率 ― ―

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

出前講座実施回数

目標 ― ―

―

R　年度
差別を受けた経験　（差別を
受けたりいやな思いをした経

験の割合）
※出典：福岡市障がい児・者
等実態調査（次回7年度実施

予定）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 ― ―

―

R　年度

実績 4 0

障がい者差別相談件数

目標 ― ―

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・差別の解消に関する広報・啓発
・差別に関する相談対応の実施や相談窓口
の運営
・差別事案の調査、行政指導
・条例に基づき設置する附属機関の運営
・条例に関する逐条解説の策定

・市民、民間事業者、市職員等の障がいを理由と
する差別に対する意識や合理的配慮の取組みが
啓発される。
・実効的な相談体制や紛争解決体制が構築され
る。
・実際に起きた障がいを理由とする差別事案の解
決に取り組む。

不当な差別的取扱いの禁止や合理的配
慮の提供が徹底され、障がいを理由と
する差別の解消が促進される。

障がいの有無によって分け隔てられるこ
となく、相互に人格と個性を尊重し合いな
がら共生する社会になる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか国民（市民）、民間事業者、市職員等

・事業者や市民を対象とする各種説明会、研修会、イベント等の際に、福岡市障がい者差別解消
条例のパンフレットやチラシを活用し、広報・啓発を実施した。
・福岡市障がい者差別解消条例に基づき、相談窓口などにおいて相談対応を実施した。
・障がいのある方に対する合理的配慮等について、イラストなどを用いて、分かりやすく理解して
もらうための児童向け啓発リーフレットを作成し、市内の小学４年生に配付した。
・障がい当事者とともに差別の解消や理解促進を図るための啓発動画を公表した。
・福岡市障がい者差別解消推進会議などの附属機関を運営した。
・障がい者差別解消条例に関する出前講座を実施した。
・条例改正に係る検討を行った。

障がい者に対する障がいを理由とす
る差別が無くなれば事業終了。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

全ての国民(市民）が、障がいの有無によって分け隔てられ
ることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する
社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推
進する。

障害者差別解消法、福岡市障がい者差別解消条例

開始年度 平成27年度 行政計画 福岡市保健福祉総合計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
障がい者差別解消条例施行関連経費

背
景

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）が、平成25年６月に公布さ
れ、平成28年４月から施行された。所管局 福祉局 所管課 障がい者支援課

根拠法令



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

令和５年度決算額（見込額）

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
障がい者グループホーム設置促進事業
重度障がい者グループホーム受入促進事業

背
景

施設に入所または病院に入院している障がい者の地域生活への移行を促進させるため

所管局 福祉局 所管課 障がい福祉課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか障がい者グループホームの開設を希望する社会福祉法人

等 ①GH設置にかかる補助金の交付
②社会福祉施設等整備費補助の施設選定及び補助金の交付
③重度障がい者向けＧＨの設置促進に向けた運営費補助の交付
　※令和４年度から障がい支援区分６に加え、区分４または５の強度行動障
がいを有する者も補助の対象とするよう拡充
④「福岡市障がい者グループホーム開設応援サイト」の運用
 　市ＨＰ上に設置している同サイトにおいて、GH開設の手引きや補助制度、
不動産協力店等の情報など、開設に役立つ法人向け情報を提供

・グループホームが必要数を満たす
・地域で暮らしたい重度障がい者がグ
ループホームに入居できる。

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

障がい者グループホームの開設に必要な情報が常時入手
可能であり、補助制度により開設経費や運営に要する費用
の負担が軽減される等、障がい者グループホームの開設
がスムーズにできる状態

福岡市障がい者グループホーム設置費補助金交付要綱等

開始年度 平成15年度 行政計画 第６期福岡市障がい福祉計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

目標

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・「開設応援サイト」において開設に必要な情
報を提供するとともに補助制度の周知を行
う。

・「開設応援サイト」から開設に必要な情報が
入手される。
・補助金の交付申請が行われる。
・重度障がい者の受入れが進む。

・「開設応援サイト」の利用により、開設に必
要な情報がいつでも入手可能となる。
・開設に必要な経費の負担が軽減される。
・重度障がい者の受入れに必要な経費の負
担が軽減される。

・市内におけるグループホームの開設が
進み、設置数（定員数）及び利用者数が
増加する。
・障がい者の地域生活への移行が促進さ
れる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
R５年度 R６年度 最終年度

補助制度活用による重
度障がい者の受入れ数
（単位：人）

目標 62 86

108

R　年度
グループホームの利用
量　（単位：人/月）

指標の内容

目標 1,472 1,584

2,435

R　年度

実績 88 102
―

実績 1,915 2,165
―

達成率 141.9% 118.6% 達成率 130.1% 136.7%

達成率 達成率 106.5% 79.3%

90

R　年度

実績 実績 66 69
―

R　年度
重度障がい者の受入れ
数（単位：事業所）

目標 62 87

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

福祉の充実に対する満足度：65％

障がいのある人が暮らしやすいまちだと感じてい
る市民の割合：65％

施策コード
1-6-2 歳出合計 143,470

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 99,089

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

― 歳
入

特定財源 44,381

事業群 障がい者の自立と社会参加の支援 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出合計 169,148 478,515

160,549

取組方針 ― 歳
入

特定財源 23,000 317,966

推進項目 ― 一般財源 146,148



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
認知症社会参加推進事業（オレンジアクティブ）

背
景

増加する認知症に対応するため開始した「認知症フレンドリーシティ・プロジェクト」の新たな取組みとし
て、認知症の人の活躍の場を創出する。所管局 福祉局 所管課 認知症支援課

根拠法令

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか・認知症当事者

・企業、団体等 令和３年度に設立した、認知症当事者が登録できる人材バンクを活用し、令
和２年度から開始した認知症当事者による書店での就労（月に１回）書店を
令和５年度も継続できるよう、職場への送迎や仕事中のサポート、企業との
勤務日程調整などを一括して行う事業者を委託契約を行った。
また、令和５年９月に開設した認知症フレンドリーセンターにおいても認知症
当事者の活躍の場を創出した。

すべての企業が自発的に認知症につ
いて、知り、考え、つながり、行動し、
その結果として、認知症の人が安心し
て生活することができるまちとなってい
る。事

業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

認知症当事者が企業スタッフとして働くなど、活動、実践す
ることで、認知症への誤解や偏見を解消するとともに、認知
症の人が認知症とともに住み馴れた地域で、自分らしく安
心して暮らせるまちづくりを目指す。

認知症基本法第１６条、介護保険法第１１５条の４５第２項第６号

開始年度 令和２年度 行政計画 なし

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

目標

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

・認知症当事者が活躍できる場を創出する。 ・認知症の人が活躍できる。
・認知症の人でも仕事ができ、活躍でき
ることを多くの企業が理解する。

・認知症の人のやりがいや自信につなが
る。
・働きたい認知症当事者を増やすととも
に、企業等による認知症への誤解や偏
見を解消し、認知症当事者の就労事例
を増やす。

認知症の人やその家族が自分らしく、安
心して生活することができるまちとなって
いる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

オレンジ人材バンク登
録者数

目標 30 30

30

R　年度
認知症の人が活躍する

場

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 5 6

7

R　年度

実績 11 21
―

実績 2 6
―

達成率 36.7% 70.0% 達成率 40.0% 100.0%

達成率 達成率 88.9% ―

55.0

R　年度

実績 実績 48.9 ―
―

R　年度 認知症の人が安心して
暮らせるまちと思う人の

割合

目標 55.0 55.0

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

〇福祉の充実に対する満足度（令和４年度目標
値：６５％）

令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 135

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

809

― 歳
入

特定財源 674

事業群 地域包括ケアの推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 792 1,324

254

取組方針 ２ぬくもり　多様なニーズに寄り添うサービスの提供 歳
入

特定財源 670 1,070

推進項目 ④市民や企業などとの共働・連携 一般財源 122



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
介護予防の充実・強化事業

背
景

コロナ禍を機に、高齢者をはじめとした市民の外出が困難となり、オンラインの活用が重視されるよ
うになったことによる。所管局 福祉局 所管課 地域包括ケア推進課

根拠法令 介護保険法第115条の45第１項第２号

開始年度 令和３年度 行政計画 保健福祉総合計画、第９期介護保険事業計画

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見
直し（終了）するのか65歳以上の高齢者

ZOOMを活用した運動や社会参加などに関する講座を実施するとともに、操
作方法がわからない方向けの対面操作研修を引き続き実施した。

高齢者が、対面による運動講座や交
流に加え、オンラインによる参加も選
択肢の１つとして活用できる環境が
充実したと判断されるようになれば、
事業終了を検討する。事

業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

オンラインを活用した介護予防の促進により、高齢者の健
康寿命の延伸を図る。

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方
法で何を行ったのか

オンライン講座参加者数
【R6目標値】40名×10回

　(参加者数)×(講座回数)

目標 - -

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

ICTツールの操作研修（対面及びオンライ
ン）に参加する。※対面講座の実施

対面講座に参加し、ICTツールを活用できる
高齢者が増加する。

ICTツールを活用できるスキルを持った高齢
者が増加することで、オンラインでの交流や
運動参加といった選択肢が増え、より多くの
高齢者の健康増進・介護予防の促進が図ら
れ、以て健康寿命の延伸につながる。

多くの高齢者の健康寿命の延伸により、
元気で活躍できる社会を実現することが
できる。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度
実績 目標 成

果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

対面講座参加者数
※目標値は、１講座あたりの参加人数
（15名）×講座回数（14回）
※Ｒ６年度は対面講座未実施

目標 210.0 210.0

-

R　年度 オンライン講座参加者数
【～R4目標値】40名×36回
【R5目標値】40名×12回

　(参加者数)×(講座回数)

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定
目標 1,440.0 480.0

-

R　年度

実績 133.0 133.0
-

実績 1,009.0 666.0
-

達成率 63.3% 63.3% 達成率 70.1% 138.8%

達成率 - - 達成率 - -

80.0%

R　年度

実績 - -
-

実績 - -
-

400

R　年度 講座終了後アンケート
講座で学んだことを生活に活
かしてみようと思った割合
（できれば活かしてみたい）

目標 - -

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

健康に生活している高齢者の割合 令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-3-1 歳出 8,692

- 歳
入

特定財源 8,842

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 ▲ 150

施策 一人ひとりが健康で、生涯元気に活躍できる社会づくり 前年度決算額・翌年度予算額

事業群 生涯現役社会づくり 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 9,433 7,124

取組方針 ― 歳
入

特定財源 9,329 6,234

推進項目 ― 一般財源 104 890

16029
取り消し線

16029
取り消し線



事業を始めた理由（きっかけ）は何か

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

主

再

4,787

取組方針 ２ぬくもり　多様なニーズに寄り添うサービスの提供 歳
入

特定財源 13,454 20,223

推進項目 ④市民や企業などとの共働・連携 一般財源 1,920

事業群 地域包括ケアの推進 年度 R４ R６

行政運営プラン 歳出 15,374 25,010

基本計画（政策推進プラン） 事業費（千円）

事業区分 重点
施
策
成
果
指
標

〇福祉の充実に対する満足度（R６年度目標値：
65％）

令和５年度決算額（見込額）

施策コード
1-6-1 歳出

分野別目標 一人ひとりが心豊かに暮らし、元気に輝いている 一般財源 4,337

施策 すべての人が安心して暮らせる福祉の充実 前年度決算額・翌年度予算額

28,773

― 歳
入

特定財源 24,436

達成率 71.3% 121.5% 達成率

R　年度

実績 92 158
―

実績
目標値設定
がなじまない

R　年度 目標

―
実績 52.7 50.8

―
達成率 79.3% 100.0% 達成率 81.1% 78.2%

実績 目標 成
果
の
指
標
（

K
P
I
）

指標の内容
※③中間ｱｳﾄｶﾑに対応した

指標を設定 R５年度 R６年度 最終年度

市長申立て件数（件）

目標 82 90
目標値設定
がなじまない

R　年度
福祉の充実に対する満
足度（％）

指標の内容
※②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄに対応した

指標を設定

目標 65.0 65.0

65.0%

R　年度

実績 65 90

成年後見報酬助成件
数（件）

目標 129 130

ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（どんな活動を行うのか）

②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ
（活動の結果、どうなるのか）

③中間ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、対象はどうなるのか）

④最終ｱｳﾄｶﾑ
（その結果、市としてどうなるのか）

地域包括支援センターや区によせられた権
利擁護等の相談から対象者をスクリーニン
グ、家庭裁判所に市長申立を実施。低所得
者に対しては、申立に係る費用や後見人報
酬等を助成。

財産管理や身上監護が必要な高齢者に
成年後見人が選任される。

判断能力が不十分な高齢者の財産管理
や身上監護が適切に行われ、高齢者の
権利が守られる。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができ、福祉の充実に対する
満足度が向上する。

活
動
の
指
標

実績 目標

年度 R４年度 R５年度 R６年度 最終年度 年度 R４年度

成
果
（

見
直
し
判
断
基
準
）

どのような状態になったら事業を見直
し（終了）するのか認知症等により判断能力が低下した高齢者で、後見人等

による支援が必要な方 ○地域包括支援センターや区役所での高齢者に関する相談の中から、成年後見制度
の申立てが必要な人について、親族調査等を行った後、家庭裁判所に市長申立てを
実施。
　市長申立件数：90件　(令和６年３月末現在）
○上記のうち生活保護世帯等の低所得者に対し、家庭裁判所への申立て費用や成年
後見人への報酬を助成。あわせて、令和４年４月より、市長申立て以外の本人・親族
申立に対しても、報酬助成を拡大。
　報酬助成件数：158件　(令和６年３月末現在）
〇国の方針や市民後見人が誕生したことに伴い、令和５年より成年後見等監督人に
対しても報酬助成を拡大。

認知症高齢者の増加に伴い、成年後
見制度の利用が必要な高齢者も増加
が予測される。身寄りがいない、経済
困窮等であっても制度利用ができるよ
う事業継続が必要である。事

業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか

認知症等により判断能力が低下した高齢者の支援を図る
ため、市長が成年後見等の開始審判の請求を行う。また、
後見人等への報酬負担が困難な要支援者に後見人報酬を
助成することで後見人等により要支援者の財産管理や身
上監護が適切に行われ、権利が守られる。

介護保険法第115条の45第３項第３号

開始年度 平成14年度 行政計画 保健福祉総合計画

対
象

誰（何）を対象として行うのか
実
施
内
容
（

事
業
手
段
）

令和５年度、前年度の改善方策を踏まえ、目的達成に向けてどのような方法
で何を行ったのか

事務事業マネジメントシート　（令和５年度実施分）

事業名
成年後見制度利用支援事業(高齢者）

背
景

介護保険制度の創設と合わせて実施された成年後見制度の利用促進のため、市町村において、成年
後見制度利用促進事業の実施が求められたため。
※現在は、介護保険法に規定する地域支援事業における任意事業として実施。

所管局 福祉局 所管課 地域包括ケア推進課

根拠法令
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